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 1 この語については、Franck Ludwiczak, LES PROCÉDURES ALTERNATIVES AUX POURSUITES, L’Harmattan, 2015に拠った。
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適合的な対応も目指されていたのである。このフェイズの最初の立法過程は、1926年 12月 28日委任立法 Décret-loi、及
びそれに続く 1972年 1月 3日法 72-5号、1985年 12月 30日法 85-1407号による、主に道路交通法の分野における違警罪
への対応を念頭に置いたものであった。このフェイズにおいては、続いて、後に治療的代替手続 Alternative thérapeutique
と呼称されることになる、薬物中毒及び中毒性のある物質の密売買・違法な自己使用へ、保健衛生的な手法によって効率
的に対応するために、刑事裁判ではなく治療命令を用いうることを規定した、1970年 12月 31日法 70-1320号が制定され
ることになる。公衆衛生法に導入されたこの手続は、後に 2000年 6月 15日オルドナンス 2000-548号によって、保健衛生
上の義務に従うことを条件に、麻薬の違法使用者が訴追を避けることを可能にしているのである。さらに、このフェイズ
 2 Id. at 53（括弧内筆者）
 3 Marie Odile Delcourt, Analyse Statistique des Mediation Pénale en France, https://hal.archives-ouvertes.fr/hal-01495648v3/document, 2017, at 3
 4 See Ludwiczak, supra note 1, at 24-28
 5 See id. at 17-35. とりわけ、合州国及びカナダの修復的司法や、中国や日本のコンセンサスを重視する伝統に根ざした法制度や法実践
などが参照されたとされている。
 6 See id. at 39
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では、一定の行政官が、行政規制への違反者に対応するに際し、起訴代替手続を利用できるような立法がなされている。



















に結びつけていたのである。そして後に、この法実践は、法による警告 Rappel à la loiの誕生につながることとなった。前
述の刑事手続の効率化に関する 1999年 6月 23日法によって、仏刑訴法 41-1条に規定されることになったこの手続は、検
察官またはその代理人と検事代理、または司法警察官が、被疑者に対し、その行為に対して定められた法的責任と、裁判
によって通常科されることになる刑の種類と重さについて示すことを許すものである。この立法の最終フェイズにおいて






る。刑訴法 41-2条及び 41-3条において導入された、刑事和議 Composition pénaleは、検察官が、公訴の提起前において、
被疑者に罰金の国庫への納付を命じること、あるいは、またはそれと共に治安の維持のために必要な手段をとることとを




のフェイズにおける第二段階の立法である、2004年 5月 9日法 2004-204号によって、刑事和議は禁錮 5年以下の軽罪全
体に適用できるようになり、この手続において科すことのできる処分も一層充実することとなった。この 2004年法にお
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いては、刑事和議と正式な起訴との間に位置することになる、有罪であることの事前の自白に基づく出廷 Comparution sur 
reconnaissance préalable de cupabilité(以下では、C.R.P.C.と略称する )も仏刑訴法 495-7条以下において規定されることと
なった。なお、C.R.P.C.と刑事和議との間には、C.R.P.C.においては禁錮１年までの刑を用いることができること、同じく
C.R.P.C.においては判事による刑についての認可が必要であること、また C.R.P.Cのオルドナンスには、有罪判決と同様の




























 9 See Ludwiczak, supra note 1, at 54-56
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によって課される義務等を警告する、法による警告（仏刑訴法 41-1条 1項 1号）、被疑者を保健、社会福祉、職業施設へ
導くこと（仏刑訴法 41-1条１項２号）、被疑者にその環境を法や規則に適合させるよう要求すること（仏刑訴法 41-1条１























10 以下本項の記述については、Bernard Bouloc, PROCÉDURE PÉNALE, 26e éd. Dalloz, 2018, at 640-51及び、CODE DE PROCÉDURE PÉNALE ANNOTÉ, 60e éd. 
Dalloz, 2018, at 168-71, 173-76, 854-68の記述を参考にした。
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た和議も考慮の対象となる。









していない場合で、保護命令 ordnance de protection、起訴代替手続、刑事和議、電子的監視付居住地指定、有罪判決、社会















　筆者は、2018年 3月 26日から 30日にかけて、京都産業大学法学部の浦中千佳央准教授と共に、JST-RISTEXの田村 PJ
による研究調査の一環として、フランス共和国トゥールーズ市及びナンテール市において、配偶者間等暴力事案を専門
に取扱う大審裁判所付検察官に対するインタビュー調査と、パリ市に所在する安全及び司法についての国立高等研究所
Institut national des hautes études de la Sécurité et de la Justice（以下では、INHESJと略称する）に所属する配偶者間等暴力を専
門とする研究員等に対するインタビュー調査を実施した。以下では、その結果に基づいて、フランス共和国における配偶
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